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総合政策部の地域づくり支援事業について 

 

総合政策部地域振興課 

 

１ 地域おこし協力隊制度 

 

 

(1) 目的 

人口減少や高齢化等が進行する自治体において、地域社会貢献に意欲のある都市住民

等（域外人材）を誘致し、「地域協力活動」に従事してもらうとともに、その定住・定着

を図ることで、地域の維持・強化を推進する。 

 

(2) 対象者 

① 生活拠点を都市地域等から過疎、山村等の地域に移し、住民票を移動させた者 

② 各自治体が採用（委嘱）するもの 

 

(3) 活動内容 

個人の能力や適性、地域実情に応じて、自治体が自主的に決定する。 

・地域おこし支援（地域行事、地域ブランドの開発、商店街活性化、都市交流等） 

・農林水産業支援（農・畜産業、耕作放棄地再生等） 

・住民の生活支援（見守りサービス、通院・買い物サポート等） など 

 

(4) 国（総務省）の支援 

① 財政支援（特別交付税措置） 

・募集経費：１自治体あたり 200 万円 

・お試し協力隊（H31.3～）：１自治体あたり 100 万円 

◇お試し協力隊とは？ 

・地域おこし協力隊として活動する前に、一定期間、地域協力活動を体験し、受入地

域とのマッチングを図るもので、H31 年度から創設。 

・住民との交流を含む 2 泊 3 日以上の地域協力活動の体験プログラムに要する経費

を特別交付税により財政措置する。 

 

・報酬・活動費：隊員一人あたり 400 万円/年（1 年以上、最長 3 年） 

（報酬 200 万円、活動費 200 万円） 

・起業支援費：隊員一人あたり 100 万円（登記代、設備費、備品費、土地・建物賃借

等） 

 

② 隊員・自治体向け研修 

初任者研修、ステップアップ研修、受入自治体研修、全国サミット等 
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(5) 協力隊の状況 

 全国（H31.3.31 現在） 栃木県（R1.12.1 現在） 

自治体数 1,061 自治体 24 自治体 

隊員数（延べ人数） 5,359 人 1６1 人 

年代分布 20 歳代 33% 39.8% 

30 歳代 38% 38.5% 

40 歳代 20% 15.5% 

50 歳代 6% 3.7% 

60 歳代 2% 2.5% 

男女比 ６：４ ５：５ 

定住率 63%（*H29 調査） 56% 

 

 

(6) 県の取組（R1 予算：490 千円） 

① 地域おこし協力隊自治体担当者向け研修会 

② 地域おこし協力隊市町合同募集セミナー（都内） 

③ 地域おこし協力隊サミット（隊員による活動紹介、現地視察、ワークショップ等） 

④ 地域おこし協力隊交流サロン（隊員相互の交流、情報交換） 

⑤ 活動 PR 集作成、情報発信（募集情報等） 

 

 

(7) 栃木県内の協力隊の市町別隊員数（令和元年 12 月１日現在） 

市 導入年月 隊員数（人） 町 導入年月 隊員数（人） 

足 利 市 H29.6 4 上 三 川 町 H29.10 1 

栃 木 市 H29.4 6 益 子 町 H25.7 6 

佐 野 市 H27.7 6 茂 木 町 H27.6 2 

鹿 沼 市 H28.10 3 市 貝 町 H27.8 1 

日 光 市 H23.10 10 芳 賀 町 H29.8 0 

小 山 市 H30.1 3 壬 生 町 H30.4 2 

真 岡 市 H30.11 2 野 木 町 H29.9 1 

大 田 原 市 H27.6 7 塩 谷 町 H28.4 2 

矢 板 市 H28.10 6 高 根 沢 町 H28.5 0 

那須塩原市 H26.10 4 那 須 町 H27.8 4 

那須烏山市 H28.10 0 那 珂 川 町 H26.4 6 

さ く ら 市 H30.1 2    

下 野 市 H31.3 3 町計  25 

市計  56 合計  81 
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２ 地域づくり団体栃木県協議会 

 

(1) 目的 

自主的・主体的な地域づくりのための活動・研修等を行う地域づくり団体及び県内市町

への情報提供を行うとともに、地域づくり団体相互及び各市町との交流を促進し、もって

地域づくりの取組を推進する。 

 

(2) 会員の活動分野 

農林水産、商工、観光、芸術文化、福祉・教育、環境、スポーツ・健康、人材育成等 

 

(3) 体制 

会長：総合政策部長、事務局長：地域振興課長、事務局：地域振興課 

 

(4) 会員団体数（令和元年 12 月 1 日現在） 

市 会員団体数 町 会員団体数 

宇都宮市 21 上三川町 1 

足利市 10 益子町 2 

栃木市 12 茂木町 7 

佐野市 3 市貝町 2 

鹿沼市 7 芳賀町 2 

日光市 10 壬生町 2 

小山市 1 野木町 2 

真岡市 8 塩谷町 1 

大田原市 5 高根沢町 2 

矢板市 4 那須町 2 

那須塩原市 7 那珂川町 2 

さくら市 2 町 計 25 

那須烏山市 2 

合 計 125 下野市 8 

市 計 100 

 

(5) 地域づくり団体の活動分野の分布（複数選択） 

活動分野 団体数 活動分野 団体数 

農林水産 15 福祉教育 37 

商工 8 環境景観 32 

特産品 11 交流 63 

イベント 63 スポーツ健康 11 

観光 28 人材育成 35 

芸術文化 18 ネットワーク 35 
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(5) 地域づくり団体の内訳 

種類 団体数 種類 団体数 

NPO 法人 35 株式会社 5 

一般社団法人 3 商工会議所 1 

社会福祉法人 1 人格なき社団 80 

 

 

(6) 支援策 

栃木県協議会 全国協議会 

１ 情報発信 

・国や関係機関のセミナー、講演会等に

関する情報提供 

・県 HP での情報発信 

・とちぎ地域づくり通信「パレット」の発

行 

２ 地域づくり団体等の交流の場づくり 

・「地域づくり担い手育成事業」でスキル

アップ講座等を実施 

１ 情報発信 

・全国の先進事例等を紹介している月刊

誌「地域づくり」の発行 

２ 研修・交流事業 

・地域づくり団体全国研修会等の開催 

３ 地域づくり団体への助成 

・地域づくりのための講演会、研修会へ

の講師謝金等に対して助成 

 

 

 

 

 

 


